
１　交付金の概要

２　本町における評価指標の達成状況（前年度評価分が、翌年度の交付額に反映）

配点 64 36 100 68 32 100 64 36 100 100 400 52 48 100 64 36 100 68 32 100 100 400 800

平均点 49.5 10 59.5 47.3 18.1 65.4 38.9 7.7 46.6 47.8 219.3 35.1 20.2 55.3 33.3 13.2 46.5 53.3 12.8 66.1 47.8 215.7 435

平均得点率 77.3% 27.8% 59.5% 69.6% 56.6% 65.4% 60.8% 21.4% 46.6% 47.8% 54.8% 67.5% 42.1% 55.3% 52.0% 36.7% 46.5% 78.4% 40.0% 66.1% 47.8% 53.9% 54.4%

猪苗代町 61 12 73 52 28 80 58 0 58 65 276 42 24 66 24 0 24 46 12 58 65 213 489

得点率 95.3% 33.3% 73.0% 76.5% 87.5% 80.0% 90.6% 0.0% 58.0% 65.0% 69.0% 80.8% 50.0% 66.0% 37.5% 0.0% 24.0% 67.6% 37.5% 58.0% 65.0% 53.3% 61.1%

本町での
  活用

保険者機能強化推進交付金及び保険者努力支援交付金は、既存の地域支援事業の第１号保険料相当部分（保険者機能強化推進交付金は生活体制整備事業費、保険者努
力支援交付金は介護予防・生活支援サービスに充当）に充当し、それによる余剰となる第１号保険料を介護給付費準備基金に積み立てている。

保険者機能強化推進交付金及び介護保険保険者努力支援交付金等評価指標の結果について

名称 保険者機能強化推進交付金 保険者努力支援交付金
創設時期 平成３０年４月 令和２年４月

目的 市町村の高齢者の自立支援、重度化防止等に関する取組を推進する。 市町村の予防・健康づくりに資する取組に重点化して支援する。

国による交
付額の決定

市町村の様々な取組の達成状況を評価できるよう、国が設定する評価指標の達成状況（評価指標の総合得点）に応じて、市町村への交付額が決定される。

目標Ⅰ
持続可能な地域のあ
るべき姿をかたちに
する
・毎年度、介護保険
事業計画の計画値と
実績値の乖離状況に
ついて、モニタリン
グを実施している。
・地域の介護保険事
業の特徴をホーム
ページで公開してい
る。
　

目標Ⅱ
公正・公平な給付を
行う体制を構築する
・訪問調査票等を全
部確認し要介護認定
の適正化実施、ケア
プラン点検の実施、
医療情報との突合を
実施し、介護給付費
の適正化を図ってい
る。

目標Ⅲ
介護の人材の確保そ
の他のサービス提供
基盤の整備を推進す
る
・人材確保のため研
修補助事業を実施し
ている。
・自立支援・重度化
防止等の推進に当
たって、庁内・庁外
における関係者との
連携体制が構築され
ている。
・地域共生社会構築
のための勉強会、町
民座談会を実施し
た。

目標Ⅳ
高齢者がその状況に
応じて可能な限り自
立した日常生活を営
む
（要介護認定者の短
期的・長期的な平均
要介護度変化率の状
況、要介護２以上の
認定率の変化率の状
況）

推
進
・
支
援
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目標Ⅱ
認知症総合支援を推
進する
・認知症初期集中支
援チーム、陽だまり
カフェの周知チラシ
を、全戸配布してい
る。
・医療機関と連携
（情報提供・依頼）
を行うことが出来て
いる。

目標Ⅲ
在宅医療・在宅介護
連携の体制を構築す
る
・医療、介護資源、
社会資源や利用者の
情報、住民意向等を
把握している。
・多職種を対象とし
た参加型の研修会を
実施している。課題
分析等も行ってい
る。

目標Ⅳ
高齢者がその状況に
応じて可能な限り自
立した日常生活を営
む
（要介護認定者の短
期的・長期的な平均
要介護度変化率の状
況、要介護２以上の
認定率の変化率の状
況）

支
援
合
計
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目標Ⅰ
介護予防/日常生活支
援を推進する
・通いの場における
健康チェックや栄養
指導・口腔ケア等を
実施している。
・通いの場に参加し
ていない方の健康状
態や生活状況、医療
や介護サービス等の
利用状況を把握し、
データとして整理し
ている。参加勧奨も
している。

体制・
取組指
標群

活動指
標群

保険者努力支援交付金 <全国>988位（全1,741自治体）<県>21位（全59自治体） ４，５０９，０００円

順位 交付決定額

保険機能強化推進交付金　 <全国>283位（全1,741自治体）<県>6位（全59自治体） ２，４４８，０００円

 今後の対応
実施できていない項目について改善していく予定だが、
評価項目は毎年見直されることから、国の動向を注視し
つつ、評価ありきではなく地域の実情に即した取組を進
めていく。全　　体 <全国>537位（全1,741自治体）<県>8位（全59自治体） 計　６，９５７，０００円
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